
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第４章 香芝市公共施設等マネジメント 

基本方針 

 



44 

 

第４章 香芝市公共施設等マネジメント 基本方針 

１．公共施設等マネジメントの必要性 

・ 単純計算では、このまま、現状の公共施設を維持した場合、公共施設の更新に対する市民１人

当たりの負担額が、現在の 0.9 万円から将来は 2.5 万円と、年間１.6 万円も負担が増えるこ

とになります。公共施設の更新に使うことができる経費が、今後も 6.8 億円程度で推移した

とすれば、現状の公共施設は維持できず、保有する施設の延床面積を 17.6 万㎡から 6.2 万㎡

まで、保有量の 65％にあたる 11.4 万㎡も削減しなければならないことになり、どちらも現

状の財政状況や行政サービスの維持・向上の視点から不可能です。 

・ この状況を放置すると、近い将来大幅な財源不足に陥って、老朽化した施設を放置せざるを得

なくなり市民の生命を危険にさらしかねない状況にありますが、無理な借り入れにより修繕す

ることは、子どもや孫の世代の負担につながり、安易に行うべきでないことは言うまでもあり

ません。 

・ そのため、今ある資源・資産を最大限に活用して、適切かつ良質な公共施設サービスを維持し、

将来にわたる財政面での持続可能性を確保するため、今後の人口減少、人口構成の変化に応じ

た公共施設マネジメントを実行する必要があります。 
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35%
65%2.8倍

公共施設の状況 このままの状態を維持すると

現状の保有量（17.6万㎡）を全て
維持した場合

現状の投資的経費6.8億円を維持した
場合

築30年以上

90,014㎡(51％)
築30年未満

85,737㎡(49％)

2.3㎡/人

17.6万㎡

40年間の
更新費用総額

776.2 億円

Ⅰ

Ⅱ

（11.4万㎡）

（6.2万㎡）

維持・更新
できない

0.9万円/人

2.5万円/人

現在 将来
※平成25年5月1日現在人口で計算した場合

市民1人当たり

年間1.6万円の増加
（4人家族の場合
6.4万円の増加）

or
年更新費用の試算

19.3億円/年
直近の公共施設

にかかる
投資的経費
6.8億円/年
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２.香芝市公共施設等マネジメント 基本方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

人口 
状況 

財政 
状況 

地域 
状況 

施設 
状況 

公共施設を取り巻く香芝市の実態

用途別の実態

学校

保育所・
幼稚園 

学童
保育所 

文化
施設

公民館 

•昭和 45 年以降は増加傾向にあり、平成 26 年現在で約 7.8 万人である。総人口は、平成 47 年には 
約 8.1 万人まで増加する予測。ただし、これまでの 20 年間の増加率約 1.4 倍（+2.2 万人）に比べると 
今後 20 年間の増加率が約 1.1 倍（+0.6 万人）と緩やかになる。 
•人口構成を見ると、高齢者人口比率は平成 22 年時点で 18％であるが、平成 47 年には 30％となり、
高齢化が急速に進展する。さらに、平成 32 年以降は、75 歳以上の割合が高くなる。 
•小学校区別にみると、市全体では増加傾向にあっても、すでに人口減少が始まり、高齢者人口比率の 
の高い地区や、まだ急激な増加が続き学校の増築などを行なっている地区などがありさまざまである。 

ｽﾎﾟｰﾂ･ 
ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ
系 施設 

•歳入・歳出は210～270億円で推移しているものの、宅地開発はほぼ完了しており、企業誘致も難しい
ことから、歳入増加の見通しが低い。一方、歳出は、高齢化や公共施設・インフラ整備により、扶助費や
公債費の負担が大きい。  
•投資的経費は歳出全体の約 10％程度で推移しているが、この水準を今後も維持できるか検証が必
要である。内訳をみると、インフラに係る経費の割合が過半を占めている。 

•本市は、24.26km とコンパクトな自治体である。昭和 40 年代から住宅開発を進め、現在、開発はほぼ
完了している状況。本市は大阪の都心部や県下主要都市に対する交通の利便性が良く、昼間人口比
率が 81％と大阪等のベッドタウンとなっている。  
•鎌田、三和、下田は古くからの市街地、また、関屋など古くから住宅開発が行なわれた地域ではすで
に人口減少がみられるが、旭ケ丘や二上、五位堂駅周辺など近年まで開発が続いている地域もあるな
ど、開発動向や人口構成等に違いがみられる。 

•保有面積は約 17.6 万㎡であり、市民 1 人あたりでは 2.3 ㎡である。築 30 年以上の施設が 51％を占
め、老朽化が進行している。また、昭和 50 年から平成 6 年頃まで建設が集中しており、築 20 年以上の
施設が全体の約 8 割を占めている。また、耐震化対策は全施設の 1～2 割が未実施の状態である。  
•保有割合では、学校施設が全体の58％（10.3万㎡）を占め、保育所等も含めると全体の67％が子育
て関連施設となっている。 
•本市が保有する公共施設にかかる将来更新経費は、今後 40 年間で 776 億円、年平均 19.3 億円必
要となると試算され、過去 5 年間の公共施設にかかる普通建設事業費の平均額 6.8 億円の 2.8 倍が
必要となる見込み。 
 

•市立保育所は 6 園、市立幼稚園は 9 園設置している。市立保育所の入園率は 112％、市立幼稚園
の入園率は 44％となっており、児童数は平成 23 年度に逆転している。 
•保育所は全 6 園、幼稚園は 9 園中 6 園で築 30 年以上経過しており、老朽化が進行している。 

•市立学童保育所を 11 か所、私立学童保育所を 3 箇所設置している。小学校低学年児童が対象。 
•利用者数は平成 18 年度に比べ、平成 26 年度は約 1.5 倍まで増加している。 
•単独施設が 8 か所、学校内に 2 か所、子育て支援センター内に 1 箇所となっており、築 10 年から 30
年程度経過している。 

•中央公民館は下田地区に立地しており、ふたかみ文化センター等の集会機能を持つ施設が至近距離
に位置している。 
•中央公民館の利用件数は、年間 4,815 件（16 件/日）、利用者数は 7 万 4,164 人（241 人/日）で、利
用件数のうち主催事業は 315 件（7％）となっている。 

•スポーツ施設として、総合体育館やグラウンドなど市内に 10 施設保有している。 
•体育館 2 施設はいずれも稼働率が 58％～66％と高いが、築 35 年以上経過しており、総合体育館は耐
震安全性確保が未実施の状況である。 

•ホールを有する施設を 2 施設保有している。ふたかみ文化センターは 310 席（移動式）ホールを保有
し、博物館・図書館との複合施設である。モナミホールは、1,030 席（固定席）ホールの単独施設である。 
•ふたかみ文化センターはホールの稼働率が 45％であり、市民ギャラリーや会議室の稼働率が 59％で
ある。また、モナミホールは稼働率が 27％である。 

•小学校 10 校、中学校 4 校を設置している。児童生徒数は現在まで微増傾向にあるが、平成 25 年をピ
ークに減少傾向となり、平成 41 年には現在の約 80％まで減少する予測である。小規模校は現在 1 校。 
•当初 4 小学校をベースに、昭和の後半から平成の初めにかけて、人口増加とあわせて開校している。 
•香芝中学校など余裕教室や少人数教室等として使用している教室が半数近くある学校もあれば、児童・
生徒数増加により直近まで増築工事を行なっている学校もあるなど、学校によって状況が異なっている。 
•全 14 施設のうち 10 施設が築 30 年以上経過している。平成 27 年度末までに学校の耐震化率 100％と
なるように耐震工事を行なっている。現在、5 施設雨漏りや外壁の損傷の不具合が出ているが、躯体状況
は良いので長寿命化が可能と考えられる。 
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全体方針課題・改善の方向性

将来の“まちづくり”を見据えた公共施設の再編と、次の世代に

負担を残さないための財政負担の軽減・平準化により、行政 

サービスの維持・向上を実現する！ 

市民アンケート 

基本方針

適切な維持管理・長寿命化によるライフサイクルコストの

縮減及び更新コストの平準化 

・ 利用実態と当初の設
置目的を検証し、利
用者ニーズへの対応
が必要 

 
・老朽化した施設の更

新時には、類似機能
の集約化や共用化、
広域連携等を検討す
る。 

・ 建設時期が集中して
いるため一斉に更新
時期を迎えるこ とか
ら、子育て関連施設を
あわせた更新を検討
し、学校を子育て支援
の拠点施設へ 

 
・ 将来の人口構成変化

等を見据え、新たな機
能導入を検討するな
ど、学校を地域の拠点
施設へ 

・ 一斉に更新時期を迎
えるため、長寿命化等
により平準化しながら
対応する必要がある 

・ 建替えの際は、将来を
見据えて、長く使った
り、用途転換できるよ
うな工夫が必要 

・現在は子育て世代が
多いことから、子育て
しやすいまちへ向けた
対応が必要 

・将来の急激な高齢化
への対応が必要 

・ 投資的経費について、
今後の水準検証と公
共施設／インフラの配
分の検証が必要 

・ 財政制約と連動した
施設整備が必要 

・ 異なる地域実態・特
性を踏まえ、将来のま
ちの姿と連動した施設
再編が必要 

 施設情報の一元化による継続的な実態把握及び計画的 
な維持保全の実現 

“施設重視から”機能重視”への転換

（単独施設の複合化） 

学校を地域の活動拠点に 

（子育てしやすいまちづくりの実現に向けた拠点施設として有効活用）

近隣自治体との連携

（広域連携） 

民間事業者との協働の推進

（ＰＰＰ／ＰＦＩ等の活用） 

・香芝市に住む理由として、「交通が便利」が最も多く、次いで「自然環境がよい」と
なっており、「公共施設の充実」は重視されていない。 

・ 約 6 割の市民が、公共施設の現状と課題に関心があると回答している。 
・ 公共施設の利用状況は、本庁舎を除くと少ない施設でも約 4 割、多い施設では 9

割近い市民が「利用したことがない」と回答しており、その理由としては「「利用する
必要がない」と感じている市民が最も多い。 

・ 公共施設全般に関する方策については、「未利用地の売却」や「統廃合・複合化」
などの賛成率が高く、「地域住民管理」や「特別税の徴収」などは賛成率が低い。 

・ 学校の余裕教室の活用については、賛成率が 7 割以上と高く、「他世代交流」や
「保育所」「高齢者機能」の導入等の要望が多い。 
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（１）ハコモノ三原則・インフラ三原則 

 

◎ハコモノ三原則 

   ◆原則、新しい施設はつくらない！ 

新設する場合は、その分減らす 

   ◆更新の際は、複合化を前提に！ 

    統合・整理、複合化により施設総量を減らす 

   ◆安全で魅力ある施設を提供する！ 

  ◎インフラ三原則 

   ◆現状投資額の範囲内で新設、更新・改修をバランスよく実施する！ 

   ◆ライフサイクルコストを減らす！ 

   ◆効率的に新たなニーズに対応する！ 

 

・ 財政を取り巻く環境が不透明な中、市有施設の老朽化への対応と時代に応じて変化する市民サ

ービスへの柔軟な対応を両立させる必要があります。一方で、本市では、地域によって土地利

用や開発動向が大きく異なっており、人口構造も異なっています。 

・ 今後は、地域の状況を見据え、ハコモノ三原則・インフラ三原則のもとに、効果的・効率的な

公共施設等のマネジメントを推進し、市民サービスの維持・向上を図ります。 

 

 

（２）基本方針と具体的方策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 適切な維持管理・長寿命化によるライフサイクルコストの縮減及び更新コストの平準化 

２ 施設の情報の一元化による継続的な実態把握及び計画的な維持保全の実現 

（方策） 

①建替えと大規模改修（長寿命化）の併用、施設の優先順位づけ 

計画的な修繕計画に基づく維持管理、施設の優先順位づけを行い、建替えと大規模改修（長

寿命化）の併用を図ります。 

②施設保有方法、施設保全（予防保全）の見直し 

（方策） 

①香芝市版ＰＤＣＡサイクルによる継続的なマネジメントの実施 

②全庁的推進組織及び適正な管理体制の整備 
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３ “施設重視”から“機能重視”への転換（単独施設の複合化） 

４ 学校を地域の活動拠点に 

（子育てしやすいまちづくりの実現に向けた拠点施設としての有効活用） 

５ 近隣自治体との連携（広域連携） 

民間事業者との協働の推進（ＰＰＰ/ＰＦＩ等の活用） 

（方策） 

①ニーズに応じた機能の見直し 

利用の低い機能を見直し、必要性の検討の上に改善や廃止を図ります。 

②類似機能の集約化 

 類似機能は集約化を図り、ニーズの高い機能に転換し、既存施設の有効活用を図ります。 

③複合化・多機能化 

 老朽化した施設のあり方を見直し、施設更新時に複合化・多機能化を図ります。 

（方策） 

①地域の実情に応じた複合化・機能導入 

地域の実情に応じた複合化・機能導入により、多世代交流の拠点施設にしていきます（子育

て支援、高齢者福祉、地域活動支援等）。中学校区を単位とした再編を図ります。 

②子育て支援強化に向けたこども園化 

③スポーツ施設との共用 

（方策） 

①近隣自治体との共同運用 

ホール、体育施設等、広域的に対応が可能な施設について、近隣自治体との相互利用等をは

じめ、効果的・効率的な共同運用の実現を図ります。 

②民間活用 

 民間活用により、運営面で新たなサービスを導入し、機能の充実を図ります。 

③適正な受益者負担の検討 
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適切な維持管理・長寿命化による

ライフサイクルコストの縮減及び

更新コストの平準化 

 建替えと大規模改修（長寿命化）の併用、施設

の優先順位づけ 

 施設保有方法、施設保全（予防保全）の見直し 

“施設重視”から“機能重視”への

転換 

 

（単独施設の複合化） 

 類似機能の集約化（既存施設の有効活用） 

 利用ニーズに応じた機能の見直し 
（利用の低い機能の見直し） 

学校を地域の活動拠点に 

 

子育てしやすいまちづくりの実現に

向けた拠点施設として有効活用 

 地域の実情に応じた複合化・機能導入により、多

世代交流の拠点施設にしていく（子育て支援、高

齢福祉、地域活動支援等） 
 中学校区を単位とした再編 

 子育て支援強化に向けたこども園化 

近隣自治体との連携（広域連携） 

 民間活用により運営面で新たなサービスを導入

し機能充実を図る 

 近隣自治体との共同運用 
（ホール、体育施設等） 

施設の情報の一元化による継続的

な実態把握及び計画的な維持保全

の実現 

 全庁的推進組織及び適正な管理体制の整備 

 香芝市版PDCAサイクルによる継続的なマネジメ

ントの実施 

具体的な方策 基本方針 

 老朽化した単独施設のあり方を見直し、施設更新

時に複合化・多機能化を図る 

 スポーツ施設との共用 

民間事業者との協働の推進 

（ＰＰＰ/ＰＦＩ等の活用） 

～ハコモノ三原則～ ～インフラ三原則～ 

◆原則、新しい施設はつくらない！ 
新設する場合は、その分減らす 

◆更新の際は、複合化を前提に！ 

統合･整理、複合化により施設総量を減らす 

◆安全で魅力ある施設を提供する！ 

◆現状投資額の範囲内で新設、更新･改修を

バランスよく実施する！ 

◆ライフサイクルコストを減らす！ 

◆効率的に新たなニーズに対応する！ 

 適正な受益者負担の検討 
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３．具体的な改善策の検討 

 

学校 地域の実情に応じた複合化・機能導入により、多世代交流の拠点施設にしてい

く（子育て支援、高齢福祉、地域活動支援等） 

中学校区を単位とした再編 

モデル１－① 統廃合計画（児童生徒数に合わせた学校の規模・配置の適正化） 

モデル１－③ 複合化・多目的活用（学校の教育環境の向上と地域の拠点施設化） 

 

学校 建替えと大規模改修（長寿命化）の併用、施設の優先順位づけ 

モデル１－② 老朽化対策（長寿命化の方向） 

 

保育所･幼稚園 子育て支援強化に向けたこども園化 

モデル２ こども園化（子育てしやすい環境づくりとしての子ども園のあり方） 

 

学校 学区の見直し 

モデル３ 学区の柔軟な見直し 

 

ホールほか 利用ニーズに応じた機能の見直し（利用の低い機能の見直し） 

モデル４ ホールの廃止・利用条件見直しの検討（モナミホールの検討） 

 

施設･インフラ 利用ニーズに応じた機能の見直し（利用の低い機能の見直し） 

モデル５ 公共施設及びインフラの広域連携（広域連携や共同事業化の検討） 
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＜全体方針に基づく具体的な改善の方向性＞ 
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（１）学校 
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モデル１ －② 老朽化対策（ 長寿命化の方向）

長寿命化シミュレーション（学校）
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（億円）

（年度）

最初の10年

11.6億円/年

11～20年

6.1億円/年
21～30年

9.5億円/年

31～40年

7.3億円/年

40年間の
更新費用総額

345 億円

1.9倍
建替え

大規模改修

大規模改修（積み残し） 修繕費中規模修繕（20年目）

学校施設に
かかる
施設関連
経費

4.6億円/年

中規模修繕（60年目）

試算条件
・躯体の健全性からの80年長寿命化（約80％）
・構造別の目標使用年数（長寿命化）
・修繕・改修サイクルの見直し

33.8％の縮減

長寿命化（建替え80年）の
年更新費用の試算

8.6 億円

4.4億円の縮減

・保有量 ：10.3万㎡

平準化

①従来方式では（長寿命化しない場合）、40年間の平均で年13億円の費用がかかる。

②長寿命化（80年）する場合、費用は年平均で8.6億円となる。

③長寿命化により、年平均4.4億円（33.8％）が縮減できる。

④それでも、直近５年の平均経費（4.6億円）の1.9倍の費用が必要となり、他の対策の実施も必要である。

30年大規模改修、
60年建替えの試算結果

①

②

③

④

大規模改修30年、
建替え60年の年更新費用
の試算結果

13.0 億円
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増築（仮設）

築30年以上築40年以上 築10年以上 築10年未満
1万7,882㎡（17％） 4万1,052㎡（40％） 9,666㎡（9％） 5,187㎡（5％）

築20年以上
2万8,775㎡（28％）

（年度）

（㎡）

築30年以上 5万8,935㎡(57％)

築20年以上 8万7,709㎡(85％）

(給食棟、渡り廊下、
部室棟、弓道場 等)

校舎棟 プール棟体育館 その他仮設校舎躯体の健全性評価

長寿命化に検討を要する校舎

・S57築：香芝西中
・S51築：三和小
・S46築：志都美小
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（２）保育園・幼稚園 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

モデル２ こども園化

園児

保育所

幼稚園

園児

こども園

定員
平成27年度施行の「子ども・

子育て支援新制度」により、
従来の3～5歳に加えて、0～
2歳児が保育の対象化

幼稚園と保育所の
機能を持つ

園児 園児

◆基本的考え方

市立保育所６所中５所で定員を上回り、市立幼稚園９園すべてで定員を下回っており、地域のニーズに応

じた施設・機能の調整が必要である。地域の入所・入園者数の状況に応じて、こども園化や機能連携を進

め、子育てしやすいまちづくりを推進する。

• 認定こども園は０～５歳を対象として教育と保育を一体的に行う施設であり、幼稚園と保育園の両

方の良さを合わせ持つ施設である。定員を大きく下回る幼稚園と近隣の保育所とを一元化してこど

も園化を進める。民間資金の導入も含め、市民のニーズにあった子育て環境を整備する。

幼稚園
（学校）

[類型] 〈改正前〉 〈改正後〉

幼保連携型

幼稚園型

保育所型

地方裁量型

※設置主体は国、自治
体、学校法人、社会福祉
法人

※設置主体は国、自治体、
学校法人

幼稚園
（学校）

保育所
（児童福祉施設）

●幼稚園は学校教育法に基づく認可
●保育所は児童福祉法に基づく認可
●それぞれの法体系に基づく指導監督
●幼稚園・保育所それぞれの財政措置

※設置主体制限なし

※設置主体制限なし

保育所
（児童福祉施設）

保育所
機能

幼稚園
機能

幼稚園機能
＋

保育所機能

幼保連携型認定こども園
（学校及び児童福祉施設）

●改正認定こども園法に基づく単一の
認可
●指導監督の一本化
●財政措置は「施設型給付」で一本化

※設置主体は国、自治体、学校法人、
社会福祉法人

＜認定こども園制度の改正＞

●施設体系は、現行通り

●財政措置は「施設型給付」で一
本化
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モデル４ 公共施設及びイ ンフ ラ の広域連携

（４）公共施設・インフラ

◆基本的考え方

香芝市は、広域交通網で周辺の自治体及び都市圏各地と結ばれている。日中の人口流出は夜間人口の

34％、流入人口は15％となっており、自治体を越えた市民の日常的な往来がある。広域的な結びつきや

市民の往来の実態に合わせ、公共施設やインフラに関しても広域連携を検討し、利便性の向上を図る。

• 葛城広域行政圏を構成する香芝市、大和高田市、御所市、葛城市、広陵町や、その他の隣接自治体

と公共施設の共同利用を検討する。インフラの維持管理についても先行事例を参考として広域連携

や共同事業化を検討する。

＜先行事例（公共施設）＞

②五条市（奈良県）、河内長野市（大阪府）、橋本市（和歌山県） 広域連携協議会

①生駒市・平群町 公共施設の相互連携に関する協定

平成22年 ウォーターパーク

相互利用
協定締結

平成27年

生駒市 平群町

井出山体育施設屋
内温水プール

相互利用
の拡大

井出山体育施設

衛生施設
「エコパーク２１」

市立図書館（５カ所）

むかいやま公園体育施設

（平群町のし尿処理） （生駒市民が利用可能）

中央公園体育施設

総合スポーツセンター

町立図書館

平群野菊の里斎場
（火葬場）

双方の施設の利用者拡大

三市の共通課題として、公共施設の相互利用、主要幹線道路の整備促進などの事業を実施。

・平成２５年⇒図書館の相互利用開始

・平成２６年⇒スポーツ施設の相互利用開始

③北奥羽地区水道事業協議会（青森県・岩手県内20市町村、水道企業団7市町）

＜先行事例（インフラ） ＞

①施設の共同化：浄水場、配水池の合理的配置、水源・施設の統廃合

②水質データ管理の共同化：水質データ管理を八戸圏域水道企業団に集約化

③施設管理の共同化：保守点検業務を一括して外部委託

④システムの共同化：八戸圏域水道企業団の料金・会計・管路情報等のシステムを共用

ソフト・ハード
両面を効率化

県境をまたぐ広域連携で公共施
設の相互利用等を実施
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◎葛城広域行政圏の自治体
〇香芝市の隣接自治体

施設数 施設名
定員（人）

1000人
以上

500人
以上

100人
以上

100人
未満

奈良県 ◎ 香芝市 2
香芝市ふたかみ文化センター 310 50

香芝市モナミホール 1030

奈良県 ◎ 〇 大和高田市 1 大和高田市文化会館 1040 238

奈良県 ◎ 〇 葛城市 2
葛城市當麻文化会館 500

葛城市新庄文化会館 725

奈良県 ◎ 〇 広陵町 -

奈良県 ◎ 御所市 1 御所市アザレアホール 221

奈良県 〇 上牧町 1 ペガサスホール 1003

奈良県 〇 王寺町 2
王寺町地域交流センター 270

王寺町やわらぎ会館 202

大阪府 〇 柏原市 1 柏原市民文化会館 1175

大阪府 〇 羽曳野市 2
羽曳野市立生活文化情報センター 638

羽曳野市市民会館 308

大阪府 〇 太子町 1 太子町立万葉ホール 500

葛城広域行政圏計（香芝市含む） 6 2 2 3 1

香芝市隣接域計（香芝市含む） 12 4 4 6 -

１０自治体合計 13 4 4 5 -

①文化ホール

＜香芝市と周辺の自治体の公共施設の保有状況＞

（各自治体のホームページ掲載施設）

②スポーツ・レジャー施設

◎葛城広域行政圏の自治体
〇香芝市の隣接自治体

屋内運
動場（体
育館等）

屋内
プール

屋外
プール

グランド
テニス
コート

奈良県 ◎ 香芝市 2 - 1 4 2

奈良県 ◎ 〇 大和高田市 1 - 1 3 1

奈良県 ◎ 〇 葛城市 4 2 - 5 2

奈良県 ◎ 〇 広陵町 5 - 1 1 6

奈良県 ◎ 御所市 - - - 3 -

奈良県 〇 上牧町 2 - 1 3 3

奈良県 〇 王寺町 2 - 2 2 1

大阪府 〇 柏原市 2 - - 4 3

大阪府 〇 羽曳野市 2 - 1 2 4

大阪府 〇 太子町 1 - - 2 1

葛城広域行政圏計（香芝市含む） 12 2 3 16 11

香芝市隣接域計（香芝市含む） 21 2 7 26 23

１０自治体合計 21 2 7 29 23

図書館

1

1

2

1

1

1

1

2

7

1

5

16

17

③図書館
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４.数値目標 

・ 市の公共施設は、築 30 年以上経過した施設が約半数を占めており、将来コスト試算から明

らかなように、今後 10 年間では学校や子育て支援施設などの大規模改修がピークを迎える

ほか、20 年後から 30 年後にかけては建て替えが集中することが予想され、公共施設の適

正化への取り組みは待ったなしの状況と言えます。 

・ こうした状況を踏まえ、比較的状態のよい建物について施設の延命化、広域施設の複合化・

機能移転・広域連携による見直しなどに伴う施設保有面積削減、また、施設面積削減に伴う

維持管理経費の削減、ＰＦＩ導入等による工事費の削減など、経費の最小化と平準化を目指

します。 

・ こうした取り組みのもと、施設総量（総延床面積）については、今後 40 年間で 15％の削

減を目標とします。 

・ 施設総量の削減に伴う維持管理経費の減額分については、将来の公共施設整備のための財源

とします。また、削減に伴い発生した未利用資産についても、売却・貸付等の有効活用を図

り財源を確保します。 

・ ただし、施設の更新経費や維持管理経費等の動向など、今後の公共施設をめぐる様々な社会

経済状況や、市の施策などを総合的に勘案し、適宜見直しを図ることとします。 

図表 削減目標を達成した場合のコストシミュレーション 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

• 建替え ：６０年
• 大規模改修：３０年• 保有量 ：１７.６万㎡
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（億円）

（年度）

現在までのストック
17.6万㎡

年更新費用の試算
19.3億円

投資的経費（既存更新分及
び新規整備分）の

2.8倍

40年間の更新費用総額
770億円

直近の公共
施設にかかる
投資的経費
6.8億円/年

最初の10年

24.2億円/年

11～20年

11.6億円/年
21～30年

23.5億円/年

31～40年

17.7億円/年

2.8倍

大規模改修 大規模改修（積み残し） 建替え 建替え（積み残し）投資的経費

40年間の
更新費用総額

776.2 億円

年更新費用の試算

直近５年平均額の
19.3 億円

2.8 倍

現在までのストック

17.6万㎡

◆マクロシミュレーション（仮定条件） 

現状の保有量（17.6万㎡）を
全て維持した場合Ⅰ

0.9万円/人

2.5万円/人

現在 将来

※平成25年5月1日現在人口で計算した場合

市民1人当たり

年間1.6万円の増加
（4人家族の場合
6.4万円の増加）

35%
65%

現状の投資的経費6.8億円を
維持した場合Ⅱ

6.2万㎡

維持・更新
できない

11.4万㎡

削減しないといけない

これしか残らない

or

現状の状態をそのまま維持すると
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＜施設面積削減等の主な例＞ 

○中央公民館、モナミホール、北部地域体育館、青少年センター、 

シルバー人材センターの複合化・機能移転・広域連携等による 

面積削減 

○小中学校の児童・生徒数減少に伴う学校規模の見直し 

○こども園化による見直しなど 

→ 施設総量（延床面積）について今後４０年間で１５％の削減を目指す 
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（億円）

（年度）

40年間の
更新費用総額

516 億円

直近の公共
施設にかかる
投資的経費
6.8億円/年

大規模改修

大規模改修（積み残し） 修繕費中規模修繕（20年目） 中規模修繕（60年目）

6.4億円/年の縮減

年更新費用の試算

直近５年平均額の
12.9 億円

1.9 倍

1.9倍

33％の縮減

削減効果
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（億円）

（年度）

40年間の
更新費用総額

611 億円

• 保有量 ：１７.６万㎡

大規模改修

大規模改修（積み残し） 修繕費中規模修繕（20年目） 中規模修繕（60年目）

•長寿命化だけでは対応できない⇒他の対策の実施も必要

４億円/年の縮減

年更新費用の試算

直近５年平均額の
15.3 億円

2.3 倍

2.3倍

最初の10年

18.3億円/年

11～20年

11.0億円/年
21～30年

15.1億円/年
31～40年

16.6億円/年

耐震改修計画
モナミホール
中央公民館

約3億3,000万円

• 躯体の健全性からの長寿命化（80年）
• 構造別の目標使用年数（長寿命化）
• 修繕・改修サイクルの見直し

（試算条件）

21％の縮減
削減効果

直近の公共
施設にかかる
投資的経費
6.8億円/年

◆長寿命化シミュレーション 

長寿命化によるコスト削減 

◆長寿命化＋施設面積削減等 

長寿命化＋施設面積削減によるｺｽﾄ削減 
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５．施設類型別改善の方向性 

 

施設類型 改善の方向性 

文化施設  ふたかみ文化センターは、民間のノウハウを積極的に導入して、一層

の効果的・効率的な運営を図る。 

  モナミホールは、平成 28 年度の耐震補強工事後、利用率向上に向け

た対策を行う。 

 施設の更新時期に、複合化・多機能化及び近隣自治体との連携を検討

し、今後のあり方を見直す。 

中央公民館  機能移転や類似施設への機能集約など行うことを検討しして、施設の

あり方を見直す。 

  一部アウトソーシングなどの民間委託や民営化及び指定管理者制度

等の効果的・効率的な運営方法の見直しを行う。 

青少年センター  施設の範囲区分を明確にするなどの方法により他施設（青少年センタ

ー以外）との複合化を検討する。 

スポーツ施設  総合体育館は、計画的な修繕及び改修を実施し、屋内スポーツ施設の

拠点施設と位置付け活用していく。 

  北部地域体育館は、大規模改修等が必要になった場合、学校体育館と

の共用化を検討する。 

  総合プールは、現在計画されている「香芝市スポーツ公園」への機能

移転、さらには学校プールとの共用化等も含めて今後のあり方を見直

す。 

野外活動センター  必要性を検討した上で、あり方を見直す。 

保健センター  健康づくりの拠点施設として継続して利用していく。 

 計画的な維持管理を行い、施設の有効活用を図る。 

総合福祉センター  周辺の類似機能を保有する公共施設（例えば、公民館等）との集約化・

多機能化を図り、施設のさらなる有効活用を図る。 

 今後、設備等の更新が必要となるため、施設の改修・更新時に機能の

見直しを検討する。 

保育所・幼稚園  老朽化が進行した保育所・幼稚園の更新は、統合・整理及び民営化の

検討とあわせて総合的に取り組む。 

  幼保一元化の取組としてこども園化や、近接する学校との連携強化に

より、地域の子育て支援に一体的に取り組む。 

学童保育所  ニーズの増加に対応し、既存施設の建替えや増築工事により定員枠の

拡大を図る。 

  運営面については、民間活用による時間延長や新たなサービスの導入

を図ることにより、機能充実を図る。 

学校  学校施設の老朽化に対しては、良好な教育環境の整備に向けて、計画

的に長寿命化を図っていく。 
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  地域住民にとって一番身近な施設となるように、近接する保育所や幼

稚園との連携を強化し、地域の実情に応じた多機能化・複合化を図る

ことにより、地域の拠点施設として有効的に活用していく。 

駐車場  低い稼働率に対応し、今後の施設のあり方について抜本的な見直しを

図る。 

旧公民館（シルバー人

材センター） 

 事業は今後も維持しながら、施設としては他の公共施設を活用するな

ど、単独施設としてのあり方を見直す。 

 

 


